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ミャンマー投資法  

（2016年、連邦議会法（Pyidaungsu Hluttaw Law）第 40号） 

Thadingyutの第 2回 Waning Day、1378 ME（ミャンマー暦） 

（2016年 10月 18日） 

 

 

連邦議会はここに、本法律を制定する。 

 

第(1)章 

表題及び定義 

 

1. 本法律の表題は、ミャンマー投資法とする。 

 

2. 本法律に含まれる以下の用語は、本条に定める意味を有する。 

(a) ミャンマー国（Union）とは、ミャンマー連邦共和国をいう。 

(b) 大統領（President）とは、ミャンマー連邦共和国の大統領をいう。 

(c) 連邦政府（Government）とは、ミャンマー連邦共和国の連邦政府をいう。 

(d) 本省（Ministry）とは、計画財務省をいう。 

(e) ミャンマー投資委員会（Commission）とは、本法律に基づき組成されるミャンマー投

資委員会（Myanmar Investment Commission）をいう。 

(f) 委員（Member）とは、ミャンマー投資委員会のメンバー（委員長及び副委員長を含

む。）をいう。 

(g) 委員会事務局（Commission Office）とは、ミャンマー投資委員会の事務作業を行う責

任を負う、投資企業管理局（DICA）の事務局をいう。 

(h) 事務局長（Secretary）とは、委員会事務局の事務的活動を行う責任を負う、ミャンマ

ー投資委員会の事務局長をいう。 

(i) 提案（Proposal）とは、第 36条に定める投資に関するミャンマー投資委員会の MIC許

可を得るために、投資家により、必要な契約及び書類と共に所定の様式で提出される

申請をいう。 

(j) MIC 許可（Permit）とは、投資家により提出された投資のための提案に関する、ミャ

ンマー投資委員会の承認が記載された命令をいう。 

(k) 是認申請（Endorsement Application）とは、土地使用権に関する第 12章並びに免税及

び減税に関する第 18章第 75、77及び 78条に基づく利益を享受する目的で、投資家が

全ての必要な書類と共に所定の様式で提出する、ミャンマー投資委員会の是認

（Endorsement）を取得するための申請をいう。 

(l) 是認（Endorsement）とは、投資家により提出された是認（Endorsement）申請に関し

ミャンマー投資委員会が付与する命令をいう。 

(m) ミャンマー国民（Citizen）とは、本法律において、ミャンマー国籍を有する者、又は

帰化によりミャンマー国籍を取得した者をいう。本用語は、ミャンマー国民のみが保

有する事業組織を含む。 

(n) ミャンマー投資家（Myanmar Citizen Investor）とは、ミャンマー国において投資を行

うミャンマー国民をいう。この用語は、ミャンマー会社法に基づいて設立され登録さ

れたミャンマーの会社、支店及びその他の事業組織を含む。 

(o) 外国投資家（Foreign Investor）とは、ミャンマー国内で投資を行うがミャンマー国民

に該当しない者をいう。この用語は、ミャンマー会社法に基づいて設立され登録され

た外国会社、支店及びその他の事業組織並びにその他の国の法律に基づいて設立され

た事業組織を含む。 

(p) 投資家（Investor）とは、ミャンマー国の法律に基づいて投資を行うミャンマー投資家

又は外国投資家をいう。 
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(q) 投資（Investment）とは、本法律に基づいて投資家が所有するか又は支配権を有する

資産をいう。これは、第 40条に規定する投資を含む。 

(r) 直接投資（Direct Investment）とは、法律に基づいてミャンマー国内で投資家が行った

投資に係る資産を支配し又はこれに影響を与えかつ管理する権利を投資家が有する場

合における、当該投資をいう。 

(s) 外国投資（Foreign Investment）とは、ミャンマー国内で外国投資家が行った直接投資

をいう。 

(t) 事業組織（Business Enterprise）とは、以下をいう。 

(i) 事業活動を行うために既存の法律に基づいて設立又は登録された法的事業体（会

社、信託、組合、個人事業体、ジョイント・ベンチャー、業務提携又は類似の組

織を含む。） 

(ii) 既存の法律に基づいて設立された、これらの法的事業体の支店 

(u) 自由利用可能通貨（Freely Usable Currency）とは、国際的な取引に関する支払を行う

ために広く使用され、主要取引市場で広く取引される、国際通貨基金（IMF）の加入

国の通貨（IMF協定（その変更を含む）の第 30(f)条において定義される。）をいう。 

(v) 免税及び減税（Exemptions and Reliefs）とは、本法律に基づいてミャンマー投資委員

会からの MIC許可又は是認（Endorsement）を取得した投資に関する投資家の申請に基

づき、委員会による検討の上で付与される、所得税、関税及びその他の国内税からの

免除及び減額をいう。 

(w) 措置等（Measures）とは、連邦政府の部局、政府機関又はそのいずれかの授権を受け

た非政府組織により制定又は施行された、法律、規則、規制、手続、判断及び行政行

為をいう。 

 

第(2)章 

目的 

 
3. 本法律の目的は以下のとおりである。 

(a) ミャンマー国及びミャンマー国民の利益に資する、自然環境又は社会に害を及ぼさな

い責任ある投資事業の発展 

(b) 法律に基づく投資家及びその投資の保護 

(c) 国民のための就業機会の創出 

(d) 人的資源の開発 

(e) 高度に効率的な製造業、サービス業及び商取引業分野の発展 

(f) 技術及び農業、畜産及び工業分野の発展 

(g) ミャンマー国全体でのインフラストラクチャーを含む様々な専門的分野の発展 

(h) ミャンマー国民による国際的なコミュニティとの共同事業を可能とすること 

(i) 国際標準に合致する事業及び投資の発展 

 

第(3)章 

法律の適用範囲 

 
4. 本法律は、本法律の効力発生日において既に行われているか、又は本法律の効力発生日の

後において行われる全ての投資に適用される。但し、本法律は、本法律の効力発生日前に

生じていた投資紛争、又は本法律の効力発生日前に業務運営が停止された投資には適用さ

れない。 

5. 連邦政府の部局及び政府機関による投資に関連する措置等は、本法律の第(21)章「除外」

及び第(22)章「安全保障に関する除外」に定める規定に基づく措置を除き、本法律に従う

ものとする。 

 

第(4)章 

ミャンマー投資委員会の組織 
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6. ミャンマー投資委員会は以下のとおり組織されるものとする。 

(a) 委員長（大統領の推薦に基づき、連邦政府のメンバーの中から連邦政府の指名により

選任される） 

(b) 副委員長（連邦政府の指名により選任される） 

(c) ミャンマー国の省庁、連邦政府の部局及び政府機関における適任者、民間における知

識人、並びに専門家及び職務に適任な威厳を有する者は、連邦政府の指名により委員

となることができる。 

(d) 事務局長（委員会事務局の長） 

7. 連邦政府は、第 6条の定めに従い、9人以上の奇数の人数の委員（事務局長を含む。）によ

りミャンマー投資委員会を組織するものとする。 

8. 公務員でないミャンマー投資委員会の委員は、本省が決定する報酬及び手当を受領する権

利を有する。 

9. 事務局長を除く全てのミャンマー投資委員会の委員の任期は、連邦政府の任期と同様とす

る。公務員である事務局長は、公務員法に従うものとする。 

10. ミャンマー投資委員会の委員は、連続する 2 期の任期を超えて在職してはならないものと

する。 

11. 連邦政府は、職務就任日から 2 ヶ月以内にミャンマー投資委員会を組織しなければならな

い。 

12. 委員会事務局の長は、ミャンマー投資委員会の事務局長を務め、ミャンマー投資委員会が

割り当てるその他の職務に従事するものとする。 

13. ミャンマー投資委員会の委員長は、任命書に基づき、ミャンマー投資委員会の職務を、ミ

ャンマー投資委員会の事務局の人員に別途割り当てることができる。かかる職務の割当が

行われる場合、当該割当を受けた者は、任命書に記載された職務にのみ従事するものとす

る。任命書はいつでも書面により撤回することができる。 

 

第(5)章 

ミャンマー投資委員会からの辞任及び解任並びに欠員の補充 

 

14. ミャンマー投資委員会の委員長が、任期中にその地位を辞任することを望む場合、大統領

の承認を得て、ミャンマー国の連邦政府に辞任届を提出することにより辞任することがで

きる。 

15. 委員長を除く、ミャンマー投資委員会の委員がその地位を辞任することを望む場合、ミャ

ンマー投資委員会の委員長を通じて連邦政府の承認を得たうえで辞任することができる。 

16. 連邦政府は、以下のいずれかの事由が生じた場合、ミャンマー投資委員会の委員を解任す

ることができる。 

(a) 法律の定めに基づく医療チームの診断において、委員がその職務を継続することがで

きない健康上の欠陥があると判断された場合 

(b) 死亡の場合 

(c) 裁判所による刑事犯罪の有罪判決を受けた場合 

(d) 裁判所による破産宣告を受けた場合 

(e) 適切にその職務が履行されない場合 

17. 連邦政府は、 

(a) 辞任、解任、死亡又はその他の理由によりミャンマー投資委員会の委員に欠員が生じ

た場合、本法律及びそのルールの定めに基づき新たな委員を指名するものとする。 

(b) ミャンマー投資委員会の委員長の地位に欠員が生じた場合、新委員長を指名するまで、

副委員長又はミャンマー投資委員会のその他の委員を委員長の職務を担当する者に暫

定的に割り当てることができる。 

18. ミャンマー投資委員会の委員は、辞任又は解任の場合を除き、新たなミャンマー投資委員

会の委員が指名されるまで、その職務を継続しなければならない。 

19. 第 9条における任期の定めにかかわらず、委員長、副委員長及び第 17条に基づいて欠員が
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生じた委員の地位に指名されたミャンマー投資委員会の委員の任期は、当該委員が交代す

るミャンマー投資委員会の委員の残存任期とする。 

20. 事務局長は、ミャンマー投資委員会の日々の運営並びにミャンマー投資委員会に関連する

事務及び管理業務につき責任を負う。 

21. ミャンマー投資委員会の委員が、ミャンマー投資委員会に提出された提案に直接又は間接

的に利害関係を有する場合、当該利害関係を明示しなければならない。このようにして明

示された利害関係は、ミャンマー投資委員会の会議の議事録に記録されなければならず、

利害関係を有する委員は、当該提案に関するミャンマー委員会の意思決定、活動及び議論

に参加してはならないものとする。 

22. ミャンマー投資委員会の委員がミャンマー投資委員会に提出された是認（Endorsement）申

請に直接又は間接的に利害関係を有する場合、当該利害関係を明示しなければならない。

明示された利害関係は委員会事務局において記録されなければならず、利害関係を有する

委員は、当該是認（Endorsement）申請に関する委員会事務局の手続に参加してはならない

ものとする。 

 

第(6)章 

ミャンマー投資委員会の職務及び権限 

 

23. ミャンマー投資委員会は、本法律の条項に基づきその職務を自由に行使する権利を有する。 

24. ミャンマー投資委員会の職務は以下のとおりとする。 

(a) ミャンマー国の投資振興活動を実施すること。 

(b) 投資家及びミャンマー国での投資に関心を有する者との調整に関する主たる担当部局

として責任を負うこと。 

(c) 投資家及びその投資に対して投資円滑化となる施策を提供すること。 

(d) ミャンマー国の関係省庁、管区及び州の政府に対して、重要かつ説明可能な事業の発

展に向けた経済的な目標の策定及び実施に関して、投資方針の助言を行うこと。 

(e) 委員会事務局の人員に向けて、業務方針に関するガイドライン及び指示を出すこと。 

(f) 3ヶ月に 1回、ミャンマー投資委員会の活動及び職務状況に関して、大統領及び連邦政

府に対して報告を行うこと。 

(g) 1年に 1回、ミャンマー投資委員会が許可した事業活動の完了及び進捗状況を、連邦政

府を通じて連邦議会に対して報告を行うこと。 

(h) 投資の種類、天然資源の性質又は雇用機会の創出により、管区及び州（連邦領を含

む。）の発展に資することを理由として、ミャンマー国の連邦政府が承認しうる投資

に関し、Naypyidaw Council、管区及び州の政府との間で調整のうえ、これらの機関へ

権限を委譲すること。 

(i) ミャンマー国民及び外国による投資の円滑化及び奨励のため、連邦政府に対して助言

を提供すること。 

(j) 投資家が天然資源及び歴史的遺物を発見したにも関わらず、その報告を行わなかった

ことが判明した場合、又は、投資家が発見した天然資源又は歴史的遺物について占有

の移転、横領又は隠ぺい等の行為がなされたことが判明した場合において、適用され

る法律、手続及び規則に基づいて対応措置を採ること。 

(k) 投資家が、本法律に基づく規則、規制、告示、命令、指示及び手続並びに契約が定め

る条項を遵守して投資事業を実施しているか否かについて調査を行うこと、及びこれ

らが遵守されていない場合においては、投資家にこれらを遵守させるとともに、遵守

しない投資家及び投資に関しては、適用される法律に基づく対応措置を採ること。 

(l) 制限される投資活動に関して、適用される例外規定、免責条項及びその投資事業の業

種を確認し、かかる確認における発見事項を連邦政府に対して報告すること。 

(m) 連邦政府により適宜割り当てられる職務を履行すること。 

25. 本法律が定める権限の行使に際してミャンマー投資委員会が有する権限は以下のとおりと

する。 

(a) 振興すべき分野として指定されたセクターにおける投資を促進するため、制限又は禁
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止される投資活動のセクターを特定するために必要な告示を、連邦政府の承認を得て

作成すること。 

(b) ミャンマー国にとって戦略的に重要な投資活動、資本集約的な投資プロジェクト、並

びに環境及び現地コミュニティに対する大きな潜在的影響を有するプロジェクトの種

類を、連邦政府の承認を得て定めること。 

(c) 投資家がミャンマー投資委員会に提案を提出する時に、当該提案がミャンマー国の利

益に資するものであり、適用法に準拠したものである場合には当該投資家に対して

MIC 許可を発行すること、及び当該提案がこれらの条件を充足しない場合は提案を拒

絶すること。 

(d) 投資家が全ての添付書類と共に遺漏なく是認（Endorsement）申請をミャンマー投資委

員会へ提出した場合に、必要な精査を行ったうえで、是認（Endorsement）申請が既存

の法律に違反しない場合には、是認（Endorsement）を当該投資家に対して発行するこ

と。 

(e) 投資家がその MIC許可又は是認（Endorsement）に関して、期間の延長又は条件の変更

に係る申請を行った場合に、当該申請を精査した後に、これを承認又は不承認とする

こと。 

(f) 必要に応じ、投資家に対して、その投資に関する書類又は証拠を提出するよう要請す

ること。 

(g) 投資家が MIC許可又は是認（Endorsement）を取得するために、ミャンマー投資委員会

に対して不正確な書類を提供したこと、又は、投資家による MIC 許可又は是認

（Endorsement）の条項の不遵守が十分な証拠に基づいて明らかになった場合において、

既存の法律に基づく対応措置を採ること。 

(h) 投資家が本法律の条項に基づき、免税及び減税の申請を行う場合に、当該申請を精査

の上で付与すること。 

(i) 連邦政府からの合意を得て、免税若しくは減税又はその双方を受けることができない

投資活動の業種を定めること。 

(j) 本法律に基づくミャンマー投資委員会の職務を履行するため、連邦政府の部局、政府

機関及び、投資家を含むその他の必要な組織に対して、ミャンマー投資委員会の職務

に関連する支援及び情報の提供を要請するとともに、これらの機関から支援及び情報

の提供を受けること。 

(k) 本法律の条項を適切に実施するために必要な措置等を行うこと。 

(l) 投資の業種に応じて、建築又は準備に必要な期間を精査のうえ、承認すること。 

(m) 関連省庁との協議を踏まえ、税関事務所が発行した暫定的輸入に関する手続に基づい

て、機械類及び設備の海外からの暫定的輸入に関する税金の免除及び減額につき、精

査したうえで承認すること。 

(n) 本法律の効率的な執行のために、紛争に関する体系的な審査の実施、紛争原因の特定

並びに事案が紛争解決手続に至る前段階において損失への対応、照会及び和解等の活

動を実施することのできるシステムを設立、管理すること。 

26. 委員会事務局は、登録手数料を含む、一般的なサービスに関する手数料を定め回収するこ

とができる。 

27. ミャンマー投資委員会は、その職務の遂行に当たり、必要に応じ委員会及び機関を設立す

ることができる。 

28. ミャンマー投資委員会は、その職務の遂行に当たり、必要に応じ、連邦政府の承認を得て、

ミャンマー国内又は海外に、ミャンマー投資委員会の支店事務所を開設することができる。 

 

第(7)章  

会議の開催 

 
29. 会議は以下のとおり開催されるものとする。 

(a) ミャンマー投資委員会の定例会議：月に一度 

(b) 臨時会：必要に応じて 
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30. ミャンマー投資委員会の委員長が会議の委員長を務めるものとする。委員長が不在の場合

には、副委員長が会議の委員長を務めるものとする。 

31. ミャンマー投資委員会の委員長及び副委員長を含む、委員の過半数の出席をもって、会議

の定足数とする。 

32. ミャンマー投資委員会の会議に出席した委員の過半数の同意をもって、委員会の決定とす

る。委員会に出席しなかった委員は、会議に出席したミャンマー投資委員会の委員による

決定に対して異議を申し立てたり、その効力を否定又は変更してはならないものとする。 

33. 専門的な知見を要する事項に関しては、ミャンマー委員会は、関連部局又はその他の組織

から専門家を会議に招聘することができる。 

34. ミャンマー投資委員会は、投資家及び投資家へのサポートを提供する者による、ミャンマ

ー投資委員会の会議への参加並びに会議での説明及び議論を許可することができる。 

35. ミャンマー投資委員会の委員は、通常の職務と異なる活動を行った場合には、その内容を

次の定例会で報告のうえ許可を得なければならない。 

 

第(8)章  

提案書の提出 

 
36. 投資家は、以下の事業については、ミャンマー投資委員会に提案を提出し、MIC 許可を取

得した場合に限り、投資を行うことができる。 

(a) ミャンマー国にとって戦略的に重要な投資 

(b) 多額の資本集約的投資プロジェクト 

(c) 自然環境及び地域社会に大きな影響を及ぼす可能性のある投資 

(d) 国有地及び国有建物を使用する投資 

(e) ミャンマー投資委員会に対する提案の提出が必要であると連邦政府に指定されている

投資 

 
第(9)章 

是認（Endorsement）申請の提出 

 
37. 第 36 条で規定されている投資を除き、投資家は、（投資に際し）ミャンマー投資委員会に

提案を提出することは要求されない。もっとも、第 12 章で規定する土地使用権及び第 75

条、77条及び 78条における免税及び減税に関する規定の恩恵を受けるためには、委員会事

務局宛てに所定の様式にて、是認（Endorsement）申請をしなければならない。 

38. 是認（Endorsement）申請を提出する際には、投資家が行っている事業に応じ、関連組織が

発行した承認書、許諾書、許可書等の類似の書類をすべて添付しなければならない。 

39. ミャンマー投資委員会の事務局は、書類が完備していれば、第 37 条に従って提出された是

認（Endorsement）申請を受理することができる。是認（Endorsement）申請に不備がある場

合には、不備の修正後に再提出することができる。 

 

第(10)章 

投資活動のタイプの規定 

 

40. 投資には以下が含まれる。 

(a) 事業組織  

(b) 動産、不動産及び関連する物権、現金、質権、抵当権、先取特権、機械、設備、スペ

アパーツおよび関連する工具 

(c) 会社の持分権、株式及び社債 

(d) 技術ノウハウ、発明、工業意匠、商標権を含む、適用法令に基づく知的財産権 

(e) 金銭的請求権及び金銭的価値のある契約上の履行請求権 

(f) ターンキー、建設、管理、製造、収益分配契約を含む契約上の権利 

(g) 天然資源の探査、探鉱、抽出権を含む、関連法や契約に基づく譲渡可能な権利 
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41. 以下の投資活動は、禁止される投資と規定されている。 

(a) ミャンマー国に危険な又は有害な廃棄物を持ち込む、又はもたらす可能性のある投資

活動 

(b) 研究開発の目的を除き、栽培や品種改良のための技術、薬品、植物や動物の種類や物

品などで、検査中又は未認可のものをミャンマー国に持ち込む可能性のある投資活動 

(c) ミャンマー国内の各民族の伝統的な文化や慣習に影響を与える可能性のある投資活動 

(d) 公衆に危害を加える可能性のある投資活動 

(e) 自然環境や生態系に重大な影響を与える可能性のある投資活動 

(f) 既存のいかなる法律で禁止されている物品の製造やサービスの提供を伴う投資活動 

42. 以下の投資活動は、制限される投資活動と規定されている。 

(a) 連邦政府のみが実施するものとされている投資活動 

(b) 外国投資家による実施が許されない投資活動 

(c) ミャンマー国民又はミャンマー国民が有する事業体との間の合弁投資の形でのみ外国

投資が認められる投資活動 

(d) 関連省庁からの承認を受けることにより許される投資活動 

43. ミャンマー投資委員会は、連邦政府の承認を得て、投資奨励分野及び第 42 条に基づき制限

される投資活動を公知させるための告示を出すものとする。 

44. ミャンマー投資委員会は、第 42 条に定める投資タイプのリストにつき、適宜検討の上、そ

の緩和、修正、削除の必要がある場合には、連邦政府の承認を得て、告示を修正・変更す

るものとする。 

45. ミャンマー投資委員会が、第 44 条に基づく検討・修正をする際には、連邦政府が締結した

国際貿易及び投資協定との統一を図るため、民間セクター、連邦政府の機関、政府組織と

議論を行うことができる。 

46. ミャンマー国とその国民の安全、経済状況、環境、社会的利益に重大な影響を与える可能

性のある投資活動に関し、ミャンマー投資委員会が MIC 許可の準備をする際、ミャンマー

投資委員会は連邦政府を通じて連邦議会に対し、MIC 許可についての承認を求めるものと

する。 

 

第(11)章 

投資家の取り扱い 

 
47. 投資家の取り扱いに際し、連邦政府は、 

(a) 法律、規則や告示に別途規定がない限り、直接投資の拡張、管理、運営、販売又はそ

の他の処分に関して、本法律に従い、外国投資家及び外国投資に、ミャンマー投資家

と同等の待遇を与える。 

(b) 類似の状況の場合、直接投資に関する設立、買収、拡張、管理、運営、販売又はその

他の処分に関して、特定の国の外国投資家及びその投資をその他の国の投資家や投資

と同等に扱う。 

(c) 上記（b）の規定は、外国投資家に、以下に基づくいかなる待遇、優遇、特権を与える

ものと解釈されるべきではない。 

1) 関税同盟、自由貿易地域、経済同盟、並びに、関税同盟、自由貿易地域、経済同

盟を形成する結果となる国際的協定 

2) 国際協定、二国間又は地域的又は国際的協定に従い与えられる投資家やその投資

に与えられる優遇、地域国間で行われる合意や取り決め、又は、全体にもしくは

部分的な税金に関する取り決めに応じて投資家や投資に対して与えられる優遇 

48. 連邦政府は、以下に関して、投資家に対する公平で公正な取り扱いを保証する。 

(a) 投資家やその直接投資に対して重大な影響のある措置や決定に関する情報を入手する

権利 

(b) 連邦政府から投資家やその直接投資に対して与えられたライセンスや MIC 許可及び是

認（Endorsement）に際しての条件に関する修正や類似の措置等を含む、投資家やその

直接投資に関する事項に関して、適正手続きを経る権利、並びに、不服を申し立てる
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権利 

49. 本章の規定は第 76条に影響を与えるものではない。 

 

第(12)章 

土地使用権 

 
50. (a) 本法律に基づき MIC 許可及び是認（Endorsement）を受けた投資家は、私有 地や建物

をその所有者から、及び、連邦政府が管理する土地や建物、ミャンマー国が所有する

土地や建物を関連する政府機関や政府組織から長期リースする権利を有する。ミャン

マー投資家は、既存の法律に従い、その所有する土地や建物に投資をすることができ

る。 

(b) 外国投資家は、土地や建物を、ミャンマー投資委員会から MIC 許可又は是認

（Endorsement）を受領した日から起算して当初期間として 50年までの期間、連邦政府

や政府機関から又は土地所有者や建物所有者からリースすることができる。 

(c) （b）にて許可された期間経過後、ミャンマー投資委員会の承認を得て、土地又は建物

のリースの当初期間から引き続き 10 年間、そしてさらなる 10 年の延長を得ることが

できる。 

(d) 投資家は、登録法（Registration Act）に従い、権利・保証登録官室（Registrar Office of 

Deeds and Assurances）にてリース契約を登録しなければならない。 

(e) 連邦政府は、ミャンマー投資家による土地のリース及び土地使用権の条件につき、優

遇された条件を与えることができる。 

(f) ミャンマー投資委員会は、ミャンマー国全体の発展のため、連邦政府を通じて連邦議

会による承認を得て、遠隔地に投資する投資家に対しては、より長期間の土地又は建

物のリースを受ける権利及び本法律に基づき土地を使用する権利を与えることができ

る。 

 

第(13)章 

職員や労働者の雇用 

 
51. 投資家は、 

(a) 適用法令に従い、いかなる国籍の適格者を、投資家のミャンマー国内の投資における

上級管理職、技術及び職業的専門家、アドバイザーとして雇用することができる。 

(b) ミャンマー国民を管理職、技術及び職業的専門家に雇用することができるようにする

ための能力開発プログラムをアレンジするものとする。 

(c) 技術を要しない職務に関してはミャンマー国民のみを雇用するものとする。 

(d) 労働法及び規則に従い、雇用主・従業員間で雇用契約を締結することにより、技術を

有するミャンマー国民及び外国人労働者、技術者及び職員を雇用するものとする。 

(e) 雇用契約に雇用主・従業員の権利義務やその他の雇用条件等を規定することにより、

最低賃金・給与、休暇、休日、残業代、損害賠償、労災補償、社会保障及びその他労

働者に関する保険を含む労働法及び規則に含まれる資格及び権利を保証するものとす

る。 

(f) 雇用主間、労働者間、雇用主と労働者間、労働者と技術者や職員間で発生する紛争を

既存の法律に従って解決するものとする。 

 

第(14)章 

投資の保証 

 
52. 連邦政府は、法律に基づき行われる投資につき、国有化しないことを保証する。以下の条

件による場合を除き、連邦政府は直接的又は間接的に没収又はその結果投資の終了につな

がる措置等を採らないことを保証する。 

(a) ミャンマー国及びミャンマー国民にとって必要であること。 
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(b) 措置等が非差別的な方法で行われること。 

(c) 措置等が既存の法律に従って行われること。 

(d) 迅速、公平かつ適切な補償の支払が行われること。 

53. 公平かつ適切な補償の決定に際し、その額は没収時の市場価格に照らして決定され、決定

された額は没収された投資の市場価格と同等な額とするものとする。もっとも、補償額の

決定は、民間投資家の利益に加え、公益についても公平に考慮した上で、投資の現在及び

過去の状況、事業又は財産の没収の理由、投資の公正な市場価格、事業又は財産の没収の

目的、投資の期間中に投資家が得た利益、並びに投資の期間をも考慮して行うものとする。 

54. 第 21 章及び第 22 章に列挙されている規定を含む、連邦政府が経済又は社会活動を規制す

るためにその権限内で通常行う非差別的な措置の一般的な適用は本章の対象とならないも

のとする。 

55. 投資家が第 52 条に基づき行われた一つ又は一連の措置等が間接的な没収に該当し、当該条

項で規定された条件違反であると主張する場合、連邦政府は、以下の点を考慮して、案件

ごとの事実に基づいた調査を行うものとする。 

(a) 当該措置が、故意に、投資の経済的価値に不利な効果をもたらすものであるか 

(b) 当該措置が、連邦政府の過去の書面上の約束、契約、ライセンス又はその他の投資家

に有利な内容で発行された法律文書の違反になるか 

(c) 第 52条(a)項で規定された目的を含む連邦政府の措置が公益に資するものであるか否か 

 

第(15)章  

資金の移動 

 
56. 外国投資家は、本法に基づき投資に関する以下の資金を海外に送金することができるもの

とする。 

(a) 資本金、ただしミャンマー中央銀行の資本取引に関する規則に従うものとする。 

(b) 利益、キャピタルゲイン、配当金、ロイヤルティ、著作権料、ライセンス料、技術的

支援及びマネジメント費用、株式及びその他の本法に基づく投資に関する経常利益 

(c) 投資又は投資に関連して所有していた財産の全部又は一部の売却による利益 

(d) ローン契約を含む契約に基づく支払 

(e) 投資に関する紛争の和解に基づく支払 

(f) 投資又は没収に際して行われた補償やその他の支払 

(g) ミャンマー国内で適法に雇用された外国人駐在員の収入や報酬 

57. ローンに関する送金や受領は規則に基づき、ミャンマー中央銀行の承認を得て行うものと

する。 

58. ミャンマー投資家は、本法に基づく投資に関連する以下の資金を自由にかつ遅滞なく海外

に送金することができるものとする。 

(a) ロイヤルティ料、ライセンス費用、技術援助、マネジメント費用及びその他の外部組

織に対する利息の支払い 

(b) ローン契約や保険の請求などを含む契約に基づく支払 

(c) 判決、命令、裁定、仲裁又はその他ミャンマー国民が支払義務を負う契約を含む、紛

争の和解に基づく支払。 

59. 送金は、関連する税法に従い予定する送金額に関する納税義務を果たした後にのみ、行う

ことができるものとする。 

60. 労働許可書を有する外国人駐在員は、所得税法上の納税義務を果たしたのち、その他の控

除を受けることなく、外国為替取引免許を有する連邦内に設立された銀行を通じて、海外

送金することができるものとする。 

61. 第 56 条に基づく外国投資家による送金が外国為替管理法における資本取引又は経常取引に

分類される場合、当該送金は外国為替取引免許を有する連邦内に適法に設立された銀行を

通じて、自由利用可能通貨を用いて行うことができるものとする。 

62. 連邦政府は、以下に関連する状況の場合には、外国資金による送金を禁止又は遅延させる

ことができる。 
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(a) 支払不能、又は債権者の権利を保護する必要がある場合 

(b) 犯罪や類似の手法で入手した違法資金を適法な資金へ転換する場合 

(c) 法執行機関や金融規制当局の支援をするために送金につき金融報告又は記録保存をす

る場合 

(d) 司法又は行政手続きにおける命令は判決の遵守を確保する場合 

(e) 納税 

(f) 社会保障、年金、又は強制貯蓄制度 

(g) 解雇に関する従業員への支払 

63. 連邦政府は、資本投資や支出及び外国ローンなど、投資家がその投資のためにミャンマー

国内で使用する資金が既存の法律に従って海外から送金されることを許可する。 

64. 深刻な国際収支及び/又は外的な金融難の場合、連邦政府は、外国為替管理法及びその他の

国際的義務に従って、投資に関連する支払や送金への制限を適用・維持することがある。 

 

第(16)章 

投資家の責任 

 
65. 投資家は、 

(a) ミャンマー国の国民的な民族の習慣、伝統及び文化を尊重及び遵守しなければならな

い。 

(b) 投資を行うために、適用法令に従い、会社、個人事業主又は法的事業主体若しくは支

店を設立及び登記しなければならない。 

(c) 既存の法令及び本法によって発行された規則、手順、告示、命令及び指令、契約の条

件並びに納税義務を含む、発行された特別のライセンス、許可及び事業に関するその

他の許認可の規則及び規定を遵守しなければならない。 

(d) 事業の性質又はその他の必要性から省庁、連邦政府機関及び組織からライセンス若し

くは許可を取得すること又は登録を行うことを求められたときは、関連部門の規定に

従って実施しなければならない。 

(e) 許可された事業と関係のない又は本来の契約に含まれていない天然鉱物資源、歴史的

遺跡又は埋蔵物が、投資家がリース又は使用する権利を持つ土地の上又はその地中で

見つかったときは、直ちにミャンマー投資委員会に報告しなければならない。ミャン

マー投資委員会が許可した場合、かかる土地で事業の実施を継続できるが、許可され

ない場合には、投資家が選択及び申請し、必要な承認を得た代替地で事業を実施しな

ければならない。 

(f) ミャンマー投資委員会の承認なしに、リースする権利又は使用する権利を持つ土地の

地形の重要な変更又は土地のかさ上げを行ってはならない。 

(g) 自然及び社会環境への損害、汚染又は損失を発生させず、文化財への損害を発生させ

ないように、投資の事業に関連して、既存の法令、規則、手順及び国際的に実施され

ている最高基準を遵守しなければならない。 

(h) 国際的及び地域的に認知されている会計基準に従って、その MIC 許可又は是認

（Endorsement）の下で実施される投資に関連する会計及び年次決算書類並びに必要な

財務事項の適切な帳簿記録を作成及び保持しなければならない。 

(i) 投資の撤退、売却及び移転、中止又は人員の削減に際しては、既存の法令に従って、

雇用契約の違反による従業員への補償を支払った後でなければ、事業を中止してはな

らない。 

(j) 正当な理由によって事業を中止している間は、既存の法令、規則、手順及び指令に従

って、従業員に賃金及び給与を支払わなければならない。 

(k) 業務による傷害、障害、疾病又は死亡に際しては、当該従業員又はその相続人に対し

て、既存の法令に従って、補償金及び賠償金を支払わなければならない。 

(l) 投資に際して雇用された外国人の専門家、監督者及び彼らの家族が、ミャンマーの既

存の法令、規則、命令及び指令並びに習慣及び伝統を遵守するように監督しなければ

ならない。 
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(m) 労働法を尊重及び遵守しなければならない。 

(n) 法令に従って、訴える及び訴えられる権利を有する。 

(o) 許可された投資の範囲に関係のない天然資源の採掘又は採取によって起こされたよう

な自然環境への損害及び社会経済的損失を投資家が発生させた場合、MIC 許可又是認

（Endorsement）において特定された投資の実施に必要な活動の実施からそれが発生し

た場合を除き、被害者に生じた損失に対し効果的な補償を支払わなければならない。 

(p) 投資家がミャンマー投資委員会から査察の事前通知を受け取ったとき、投資家は、投

資に関連するいかなる場所の査察をミャンマー投資委員会に対して認めなければなら

ない。 

(q) 環境保護法及び手順によって事前承認の取得が必要な投資については、評価の実施の

前に、ミャンマー投資委員会からの MIC許可又は是認（Endorsement）を取得しなけれ

ばならない。MIC 許可又は是認（Endorsement）を取得したかかる投資については、投

資の期間中、環境及び社会的影響の評価をミャンマー投資委員会に報告しなければな

らない。 

66. ミャンマー投資委員会は、第 65 条（q）項に基づく分析に応じ、投資の継続を認め又は中

止させることを含み、投資を管理することができる。 

67. 投資家は、本法の発効日から、第 65 条に規定された全ての責任を履行及び遵守しなければ

ならない。 

68. 投資家が許可された期間が満了する前に投資を中止したとき、投資家は、免税若しくは減

税又はその両方の恩恵の下で外国から輸入し、販売、再輸出及び管理する全ての機械、設

備、自動車及びその他の全ての物品に関し、ミャンマー投資委員会の事前の承認に従って、

輸入の際に享受した免税分若しくは減税分又はその両方を払い戻さなければならない。 

69. ミャンマー投資委員会からの MIC許可又は是認（Endorsement）を確保した後でなければ、

投資家は、行政機関又は行政組織との必要な契約を締結及び署名し、投資を実施してはな

らない。 

70. 第 69 条の契約の延長及び修正に際しては、ミャンマー投資委員会による承認を得なければ

ならない。 

71. 投資の事業の実施に際し、投資家は、関連する法令、規則、規程及び手順に従って、当該

事業に関する健康評価、文化財影響評価、環境影響評価及び社会的影響評価を実施しなけ

ればならない。 

72. MIC 許可又は是認（Endorsement）を取得した全ての事業に関する、投資の期間中に生じた

サブリース、株式又は事業に対する抵当権設定及び株式又は事業の移転は、ミャンマー投

資委員会に通知されなければならない。 

 

第(17)章 

保険 

 
73. 投資家は、連邦内で保険事業を実施する権利を持つ保険会社より、規則で定められた種類

の保険の付保を受けなければならない。 

 
第(18)章 

免税及び減税 

 
74. 開発を必要とする分野への投資を許可することによって国家の発展を支援し、各管区及び

各州のバランスの取れた開発のために、ミャンマー投資委員会は、投資家が免税及び減税

を申請したとき、一以上の免税及び減税を精査し、許可することができる。 

75. (a)    所得税免税に関して、ミャンマー投資委員会は、最も開発が進んでいない区域である 

  ゾーン 1、適度に開発が進んだ区域であるゾーン 2及び十分に開発が進んだ区域である

ゾーン 3 を指定した告示を政府の承認を得たうえで発行し、所得税免税は、ゾーン 1

では投資事業に対して事業開始年度を含め連続した 7 年間、ゾーン 2 では投資事業に

対して事業開始年度を含め連続した 5 年間、そしてゾーン 3 で投資事業に対して事業
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開始年度を含め連続した 3年間、認められることになる。 

(b) ミャンマー投資委員会は連邦政府の承認を得たうえで、各区域の開発状況に応じて、

随時ゾーンの指定を変更することができる。 

(c) 所得税免税は、ミャンマー投資委員会が投資を促進する分野として告示によって特定

した分野に対してのみ付与される。 

76. 投資家の取扱に関する第 11 章の規定に加えて、連邦政府は、ミャンマー投資家又はミャン

マー国民が所有する中小企業に対して、助成金、資金援助、能力開発及び訓練を提供する

ことができる。連邦政府は、ミャンマー国民が所有する企業が営業又はその他の経済活動

を行う地域に対して、より好条件の免税及び減税を付与することができる。 

77. ミャンマー投資委員会は、投資家からの申請があれば、以下の関税及びその他の国内税の

免税及び減税を精査し、許可することができる。 

(a) 投資事業の建設期間又は準備期間に実際に必要な輸入されたミャンマー国内で入手で

きない機械、設備、機器、機械部品、スペアパーツ、建築資材及び事業で使用する資

材に対する、関税若しくはその他の国内税又はその両方の免税及び減税 

(b) 輸出用製品の製造を目的とした完全輸出志向投資事業による原材料及び半完成品の輸

入に対する関税若しくはその他の国内税又はその両方の免税及び減税 

(c) 輸出用製品の製造に使用される原材料及び半完成品の輸入に対する関税若しくはその

他の国内税又はその両方の払い戻し 

(d) 投資額がミャンマー投資委員会の承認によって増加し、許可された投資期間中に元々

の投資事業を拡張するとき、拡張する事業に使用するために実際に必要な輸入された

ミャンマー国内で入手できない機械、設備、機器、機械部品、スペアパーツ、建築資

材及び事業で使用する資材に対する、関税若しくはその他の国内税又はその両方の免

税及び減税 

78. ミャンマー投資委員会は、投資家からの申請があれば、以下のような免税及び減税を精査

し、許可することができる。 

(a) MIC 許可又は是認（Endorsement）を得た投資事業から得られた利益を、かかる投資事

業又は類似の種類の投資事業に、1年以内に再投資するときの所得税からの免税又は減

税 

(b) 投資に使用される機械、設備、建物又は資本資産の規定耐用年数よりも短い減価償却

期間に基づく、商業活動開始年からの減価償却計算後の所得税申告を目的とする減価

償却費を計上する権利 

(c) ミャンマー国の経済発展に実際に必要かつ連邦内で実施されている投資に関する研究

開発から生じた課税所得からの費用減額の権利 

79. 外国投資家は、ミャンマー国に居住するミャンマー国民に適用される率で収入に対して所

得税を支払わなければならない。 

80. 第 75条、第 77条及び第 78条による上記の免税及び減税を除き、その他の税関連事項は、

関連する税法に従って実行されなければならない。 

81. 第 75 条、第 77 条、第 78 条及び第 80 条による免税及び減税は、特別経済地域における事

業活動には適用されない。 

 

第(19)章 

紛争解決 

 

82. 本法律の効果的な施行において、ミャンマー投資委員会は、問題が法的紛争となる前にこ

れを調査及び解決し、紛争の発生を予防するために、苦情処理の仕組みを設置及び管理し

なければならない。 

83. 投資家とミャンマー国又は投資家同士の投資に関する紛争を裁判所又は仲裁廷に持ち込む

前に、全ての紛争当事者は、友好的に紛争を解決するための適切な試みをしなければなら

ない。 

84. 投資に関する紛争が友好的に解決できないときは、 

(a) 紛争解決の仕組みが関連する合意に規定されていなければ、既存の法令に従って、裁判
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所又は仲裁廷にて解決される。 

(b) 紛争解決の仕組みが関連する合意に規定されていれば、かかる仕組みに従って、解決さ

れる。 

 

第(20)章 

行政罰 

 

85. ミャンマー投資委員会は、 

(a) 本法律、本法律の下で発行された規則、規程、手順、告示、命令若しくは指令又は

MIC 許可又は是認（Endorsement）に含まれる条件に違反した投資家に対して、一又は

複数の以下の行政罰を課すことができる。 

1) 警告 

2) 事業の一時停止 

3) 免税及び減税の一時停止 

4) MIC許可又は是認（Endorsement）の取り消し 

5) 今後 MIC許可又は是認（Endorsement）が与えられなくなるブラックリストへの掲

載 

(b) (a)項に従う行政罰を課す前に、行政罰を課す決定の事前通知を投資家に発信しなけれ

ばならない。投資家は、投資家への行政罰の賦課に関して、書面で質問する権利を持

つものとする。 

(c) (a)項によって行政罰が課せられたとき、かかる罰が課せられる理由が決定と共に記載

されなければならない。 

86. (a)  投資家は、第 85 条によってミャンマー投資委員会が行った決定に不服がある場合には、 

決定の日から 60 日に以内に規定に従って連邦政府に対して不服申立てをする権利を持

つものとする。 

(b) 連邦政府は、ミャンマー投資委員会の決定を修正、拒否又は承認できるものとする。 

(c) 連邦政府の決定は最終的なものとする。 

87. 投資家は、ミャンマー投資委員会、関連する政府機関又は政府組織に対して提案、報告、

契約の証拠又は財務若しくは雇用の証拠を提出するときに、投資家による不誠実な虚偽の

情報の提出又は情報の隠ぺいの妥当な証拠があるときに、刑事訴訟法に基づき訴追される

ものとする。 

88. 第 41 条によって禁止されている投資の実行を含む、本法の規定の不遵守又は違反を投資家

が行ったとき、投資家は、必要に応じて本法及びその他の法令に従って、訴追されるもの

とする。 

 

第(21)章 

除外 

 

89. 本法律のいかなる規定も、正当な理由のために連邦政府が以下の措置を採用又は執行する

ことを妨げるとは見なされてはならない。 

(a) 公衆道徳を守り又は公の秩序を維持するため必要なもの 

(b) 人間の生存及び健康、動物又は植物を守るため必要なもの 

(c) 投資家、預金者、金融市場参加者、保険契約者、保険受給者、又は金融機関が信認義

務を負う者の保護 

(d) 金融機関の安全性、健全性及び安定性の確保 

(e) ミャンマー国の金融体制の完全性及び安定性の確保 

(f) 投資家に関する公正かつ効果的な監査又は課税を確保する目的 

(g) 芸術的、歴史的又は古代の国宝又は遺産の保護 

(h) 国内生産又は消費による損害からの自然資源の保全 

 
第(22)章 
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安全保障に関する除外 

 

90. (a) 本法律のいかなる内容も、安全保障のため必要な連邦政府による措置等を妨げるとは  

見なされてはならない。 

(b) 本法律の規定は、ミャンマー国の重要な安全保障事項を保護するため連邦政府が必要

とする以下の行為のいずれをも妨げないものとする。 

1) 直接又は間接に軍隊又はその他の治安部隊に対する武器、弾薬及び軍装備品を供

給する目的で実施される措置等 

2) 戦争の勃発又は国際関係におけるその他の緊急事態のため、必要に応じて取られ

る措置等 

 

第(23)章 

雑則 

 
91. 本法律のいずれかの規定が、ミャンマー国が批准した国際条約及び協定で定める事項と矛

盾する場合、国際条約及び協定に含まれる規定が、かかる矛盾する規定に優先するものと

する。 

92. 本法律の制定後、必要な規則及び手続を定める前の期間においては、本法律と矛盾しない

場合、外国投資法（連邦議会法 2012 年第 21 号）に基づいて発令された規則を引き続き適

用することができる。 

93. ミャンマー連邦外国投資法（国家秩序回復評議委員会 1988 年第 10 号）又は外国投資法

（連邦議会法 2012 年第 21 号）又はミャンマー内国民投資法（連邦議会法 2013 年第 18 号）

に従ってミャンマー投資委員会により付与された一切の投資承認は、当該承認の所定の期

限満了まで引き続き有効とする。 

94. その他の法のいかなる内容にもかかわらず、本法律で定める規定に関連する事項は、本法

律に従って実施されるものとする。 

95. 誠意をもって取られた行動であって、本法律に基づき与えられた権限に基づいて確かな証

拠により裏付けられたものについて、ミャンマー投資委員会の委員、協議会若しくは機関

のメンバー、又は官公庁職員に対し、訴訟、刑事又は民事手続を起こしてはならない。 

96. 本法律に基づく義務の履行において、ミャンマー投資委員会の委員及び委員会事務局の人

員は、反汚職法に従って、かかる義務を汚職なくして遂行しなければならない。 

97. ミャンマー投資委員会の委員は、自身が取得した情報を、本法律における目的の実施以外

の目的のため利用することを差し控えなければならない。 

98. 本法律により与えられた権限に基づいてミャンマー投資委員会が行う決定は、第 85 条に基

づく行政処分の実施に関する不服申立てを除き、最終的かつ確定的であるものとする。 

99. ミャンマー投資委員会が本法律の規定を実施するため、計画財務省は以下を行うものとす

る。 

(a) ミャンマー投資委員会の運営の義務及び責任を引き受ける。 

(b) 財務規則及び規制に従って、ミャンマー投資委員会の費用を負担する。 

100. 本法律の実施において、 

(a) 本省は、連邦政府の承認を受けて、規則、規制、告示、命令、指令及び手続を発令す

ることができる。 

(b) ミャンマー投資委員会は、告示、命令、指令及び手続を発令することができる。 

101. 外国投資法（連邦議会法 2012 年第 21 号）及びミャンマー内国民投資法（連邦議会法 2013

年第 18 号）は、本法律をもって廃止される。外国投資法は廃止されるものの、かかる法に

より設立されたミャンマー投資委員会は、全ての義務及び責任が本法律に基づきこれを承

継するミャンマー投資委員会に引き継がれるまでの間、自身の役割を遂行する権限を有す

るものとする。 
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私は、ミャンマー連邦共和国の憲法に準拠して、ここに署名する。 

 

 
(sd) Htin Kyaw  

大統領 

ミャンマー連邦共和国 

 

 
（注）本和訳文は法務専門家により細心の注意をもって作成されておりますが、あくまで仮訳であり、条文の最終解釈は公式条文であるミ

ャンマー語原文をご確認お願い致します（計画財務省投資企業管理局および独立行政法人国際協力機構）。 
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Official Translation  

Myanmar Investment Law  

(The Pyidaungsu Hluttaw Law No.  40/2016) 

The 2nd, Waning of Thadingyut, 1378 M.E. 

(18, October, 2016) 

 

The Pyidaungsu Hluttaw hereby enacts this Law. 

Chapter I 

Title and Definition 

1. This Law shall be called the Myanmar Investment Law. 

2. The following expressions contained in this Law shall have the meanings 

given hereunder: 

(a) Union means the Republic of the Union of Myanmar.  

(b) President means the President of the Republic of the Union of 

Myanmar. 

(c) Government means the Union Government of the Republic of the 

Union of Myanmar. 

(d) Ministry means the Ministry of Planning and Finance of the Union 

Government. 

(e) Commission means the Myanmar Investment Commission formed 

under this Law. 

(f) Member means any member of the Myanmar Investment 

Commission, including the Chairman and the Vice-Chairman. 

(g) Commission Office means the office of the Directorate of Investment 

and Company Administration which is responsible for carrying out 

administrative activities of the Commission. 
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(h) Secretary means the Secretary of the Myanmar Investment 

Commission who is responsible for carrying out administrative 

activities of the Commission Office. 

(i) Proposal means the application, submitted in the stipulated form 

together with the required contracts and documents, by the proposed 

investor in order to obtain the permit of the Commission for intended 

investment stipulated under section 36.  

(j) Permit means an order described the approval of the Commission 

relating to the proposal for investment submitted by the proposed 

investor.  

(k) Endorsement application means the application in the stipulated 

form together with required documents submitted by proposed 

investor to obtain an endorsement of the Commission in order to 

enjoy benefits relating to rights to use land under Chapter XII and 

exemptions and reliefs under section 75, 77 and 78 of the Chapter 

XVII.  

(l) Endorsement means an order described the approval of the 

Commission relating to the endorsement application submitted by the 

proposed investor.  

(m) Citizen means a citizen, an associate citizen or a naturalized citizen 

for the purposes of this law. In this expression, enterprise composed 

only with citizens is also included. 

(n) Myanmar Citizen Investor means a citizen who invests within the 

Union. In this expression, Myanmar companies and branch offices, 

and other enterprises established and registered in accordance with the 

Myanmar Companies Act are included. 

(o) Foreign Investor means a person who invests within the Union and is 

not a citizen. In this expression, foreign companies, branch offices and 

other enterprises established and registered in accordance with the 
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Myanmar Companies Act and enterprises formed in accordance with 

the laws of any other country are also included. 

(p) Investor means a Myanmar Citizen investor or foreign investor who 

invests within the Union in accordance with the Law.  

(q) Investment means any assets owned or controlled by the investor in 

accordance with this law. It shall also include investments stipulated 

under section 40. 

(r) Direct Investment means an investment in which the investor has the 

right to control, influence or manage, of such assets which are 

invested by the investor within the Union in accordance with the law.   

(s) Foreign Investment means any direct investment made by a foreign 

investor within the Union. 

(t) Enterprise means:  

(i) Any legal entity, including company, trust, partnership, sole 

proprietorship, joint venture, business association or similar 

organisations established or registered to do businesses in 

accordance with the applicable laws. 

(ii) A branch office of such legal entity established in accordance 

with the applicable laws. 

(u) Freely Usable Currency means a currency of a member of the 

International Monetary Fund (IMF) which is used to make payments 

for international transactions and widely traded in the principal 

foreign exchange market as defined by Article 30(f) of the Articles of 

Agreement of the International Monetary Fund (IMF) and any 

amendments thereto.    

(v) Exemption and relief means the exemptions and reliefs from income 

tax, customs duty and other internal taxes that may be scrutinized and 

granted by the Commission based on application of the investor for 
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investments obtained a permit or an endorsement of the Commission 

in accordance with this Law. 

(w) Measures mean laws, rules, regulations, procedures, decisions and 

administrative actions adopted or maintained by government 

departments, government organizations or non-government 

organizations authorized by such departments and organizations.  

Chapter II 

Objective 

3. The objectives of this Law are as follows: 

(a) to develop responsible investment businesses which do not cause 

harm to the natural environment and the social environment for the 

interest of the Union and its citizens; 

(b) to protect the investors and their investment businesses in accordance 

with the law; 

(c) to create job opportunities for the people; 

(d) to develop human resources; 

(e) to develop high functioning production, service, and trading sectors. 

(f) to develop technology, agriculture, livestock and industrial sectors; 

(g) to develop various professional fields including infrastructure around 

the Union; 

(h) to enable the citizens to be able to work alongside with the 

international community;  

(i) to develop businesses and investment businesses that meet 

international standards. 
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Chapter III 

Scope of the Law 

4. This Law shall apply to all existing or new investments within the Union on 

the date of entry into force of this Law. However, this Law shall not apply to 

any existing investment disputes or any investments which obtained the 

permit and suspended from their business operation before the date of entry 

into force of this Law.  

5. This Law shall apply to any investment measures implemented by 

government departments and government organizations except any 

exceptions of Chapter XXI and security exceptions of Chapter XXII of this 

Law. 

Chapter IV 

Formation of the Commission 

6. The Commission shall be formed as follows: 

(a) a chairman appointed by the Government after nominating  from 

members of the Government by the President; 

(b) a vice-chairman appointed by the Government; 

(c) members appointed by the Government, who are suitable persons 

from Union Ministries, government departments, government 

organizations, experts from the private sector, professionals and 

suitable dignified persons;  

(d) a Secretary who is, ex-officio, the head of the Commission Office.  

7. The Government shall form the Commission with at least nine members or 

more in odd numbers, including the secretary, in accordance with the 

provisions in section 6. 

8. The members of the Commission who are not civil service personnel shall 

have the right to enjoy gratuity and allowances as allowed by the Ministry. 
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9. The tenure of all members of the Commission, except the secretary, is the 

same as the tenure of the Government. The Secretary shall follow the Civil 

Servant Law as he is civil service personnel. 

10. The members of the Commission shall not serve for more than two 

consecutive tenures. 

11. The Government shall reconstitute the Commission within two months from 

the date of assuming office.  

12. The head of the Commission office shall serve as the secretary of the 

Commission and shall fulfill duties as stipulated by the Commission. 

13. The Chairman of the Commission may assign any duty specified in writing 

among duties of the Commission to any officials of the Commission Office. 

In case of such assignment, the assigned person shall undertake only the 

duty stipulated in the assignment letter. The letter may be withdrawn any 

time in writing. 

Chapter V 

Resignation, Dismissal from the Commission and Appointment for Vacancy 

14. If the Chairman of the Commission resigns from his position voluntarily 

during his tenure, he may resign with the approval of the President by 

submitting a resignation letter to the Government. 

15. If a member of the Commission, except the Commission Chairman, resigns 

from his position, he may request through Commission Chairman and resign 

with the approval of the Government. 

16. The Government may dismiss any member of the Commission in one of the 

following events: 

(a) health deficiency to the extent that the member is no longer able to 

continue to undertake his/her duties according to the diagnosis of the 

medical board stipulated by law; 
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(b) death; 

(c) being penalized by any court due to a criminal offence; 

(d) being declared as insolvent by any court;  

(e) failure to properly perform his/her duties. 

17. The Government: 

(a) shall appoint a new member in accordance with the provisions in this 

Law and its rules if a vacancy arises among the members of the 

Commission due to resignation, dismissal, death, or any other reason;  

(b) may temporarily, if the vacancy is the position of the Chairman of the 

Commission, appoint the Vice-Chairman or a member of the 

Commission to carry out the functions of the Chairman before 

appointing a new chairman.  

18. The members of the Commission shall serve their functions and duties until 

new members of the Commission are appointed, except in the event of 

resignation or dismissal from their positions. 

19. Notwithstanding the tenure under section 9, the tenure of the Chairman, the 

Vice-Chairman and the members of the Commission who are appointed to 

the vacant positions under section 17 shall be for the remaining tenure of the 

respective member of the Commission who is substituted. 

20. The Secretary is responsible to perform the daily works of the Commission, 

and administrative and management functions related to various matters of 

the Commission. 

21. If a member of the Commission has a direct or indirect interest in a proposal 

submitted to the Commission, such interest must be expressly declared. Such 

declaration shall be recorded in the meeting minutes of the Commission and 

such member shall not participate in any right to make decision, activities 

and discussions of the Commission relating to the proposal. 
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22. If a member of the Commission has a direct or indirect interest in the 

endorsement application submitted to the Commission, such interest must be 

expressly declared. Such declaration shall be recorded in the Commission 

Office and such member shall not participate in any process of the 

Commission Office relating to that endorsement application. 

Chapter VI 

Duties and Powers of the Commission 

23. The Commission has the right to freely exercise its duties and powers unless 

there is contrary to the provisions of this Law. 

24. The duties of the Commission are as follows: 

(a) carrying out the investment promotion activities of the Union;  

(b) performing as the department primarily responsible for coordinating 

with investors and those who are interested to invest; 

(c) providing investment facilitation to investors and their investments;  

(d) advising investment policies to the Union Ministries, Region and State 

Governments in adopting and implementing economic objectives for 

the development of responsible businesses; 

(e) issuing policy guidelines and directives for the staffs of the 

Commission Office; 

(f) reporting the activities and functions of the Commission to the 

President and the Government once every three months; 

(g) reporting annually the status of completion and progress of the 

investment businesses approved by the Commission to the Pyidaungsu 

Hluttaw through the Government;  

(h) allocating powers, in Coordination with the Nay Pyi Taw Council, 

Region and State Governments, for investments business that the 

Government may approve according to the type of investment 
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businesses or the condition of natural resources or development of job 

opportunities for the economic development of the Regions and States 

including Union Territories; 

(i) submitting advice to the Government in order to facilitate or 

encourage local and foreign investment businesses; 

(j) taking action against the investor under the relevant laws, procedures 

and regulations, if it is known that the investors, when finding natural 

resources or antiques, makes processing, conversion or concealing 

them without information; 

(k) scrutinizing whether or not the investor and its investment complies 

with this Law and its rules, regulations, notifications, orders, 

directives and procedures  and provisions contained in contracts, and 

if not, ensuring the investor to abide and taking action against the 

investor and its investment businesses that do not abide by such 

matters in accordance with the Laws; 

(l) reviewing exemptions, reliefs and the restricted investment business 

activities and reporting the review to the Government.  

(m) performing duties assigned by the Government from time to time. 

25. In order to implement its duties in this Law, the powers of the Commission 

are as follows: 

(a) issuing notifications with the approval of the Government after 

stipulating the investment promotion sector and the types of the 

restricted or prohibited investment activities to do investment 

businesses; 

(b) stipulating, with the approval of the Government, the types of 

Investment business that are strategic for the Union, capital intensive 

investment projects and projects which potentially have a large impact 

on the environment and the local community; 
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(c) issuing the Permit to the investor when submitting a proposal to the 

Commission if the Proposal is beneficial to the Union and consistent  

any law, and refusing the proposal if the proposal does not meet such 

conditions; 

(d) conducting the necessary scrutiny when completely submitting an 

endorsement application to the Commission and issuing the 

Endorsement to the investor if the endorsement application is not 

contrary to any law; 

(e) approving or refusing after scrutiny when  applying for an extension 

or amendment of the term of the permit or the endorsement by the 

investor; 

(f) asking, if required, the investor to submit documents or evidences 

relating to its investment;   

(g) managing to take action investor under the existing law if it is found 

that there is credible evidence that the investor submit the improper 

documents attached to the Commission to obtain permit or 

endorsement  or the investor does not comply with the terms and 

conditions of  the permit or the endorsement;  

(h) scrutinizing, as required, and granting when applying to enjoy 

exemptions and reliefs in accordance with the provisions of this Law; 

(i) stipulating the types of investment business, with the  approval of the 

Government, which  are not allowed to enjoy tax exemptions or reliefs 

or both; 

(j) requesting and obtaining assistance and information relating to the 

duties of the Commission from government departments, 

governmental organizations and other necessary organizations, 

including investor in order to perform the duties of the Commission 

under this Law; 
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(k) undertaking necessary measures in order to successfully implement 

the provisions of this Law; 

(l) scrutinizing and granting appropriate periods for construction or 

preparation subject to the type of investment business; 

(m) scrutinizing and granting the exemptions and reliefs relating to  the 

temporary import of machineries and equipments from abroad under 

temporary import procedures issued by the Customs Department in 

coordination with the relevant ministries; and 

(n) in effectively implementing of this Law, establishing and managing a 

system that is able to carry out activities such as systematically 

scrutinizing disputes, identifying the causes for disputes, responding, 

inquiring and settling the losses before the stage of dispute resolution;  

26. The Commission may stipulate and collect other service fees, including 

registration fees. 

27. The Commission may, in carrying out its duties, form committees and 

bodies, as required. 

28. The Commission may, in implementing its duties, open branch offices of the 

Commission locally or overseas with the approval of the Government, as 

required. 

Chapter VII 

Convening of Meeting 

29. Meetings shall be convened as follows: 

(a) convening regular meetings of the Commission at least once a month;  

(b) convening special meetings as required. 

30. The Chairman of the Commission shall act as the chairman of the meetings. 

The Vice-Chairman shall act as the chairman of the meeting when the 

Chairman is not present. 
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31. A quorum for a meeting of the Commission shall be valid if more than half 

of the total numbers of the members of the Commission, including the 

Chairman or the Vice-Chairman, are present. 

32. The Commission shall make decisions in conformity with more than half of 

the total numbers of the members of the Commission who are present at a 

Commission meeting. The members of the Commission, who are not present 

at the meeting shall not object, deny or amend such decision.  

33. The Commission may invite experts from the relevant departments and other 

organizations to any meeting of the Commission for the matters that require 

professional expertise. 

34. The Commission shall allow the investor and persons supporting the 

investor to attend and provide explanations and engage in discussions at 

meetings of the Commission. 

35. The members of the Commission shall submit and report their specific 

activities at the closest regular meeting of the Commission, and obtaining 

approval for the specific activities. 

Chapter VIII 

Submission of Proposal 

36. The investor shall submit a proposal to the Commission and invest after 

receiving the Permit for the following businesses stipulated in the rules; 

(a) investment businesses that are essential to the Union strategy;  

(b) large capital intensive investment projects;  

(c) projects which are likely to cause a large impact on the environment 

and the local community; 

(d) investment businesses which use state-owned land and building ; 

(e) investment businesses which are designated by the government to 

require the submission of a proposal to the Commission.  
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Chapter IX 

Submission of Endorsement Application  

37. No investor requires to submit a proposal to the Commission for other 

investment businesses except investment businesses stipulated under section 

36. However, in order to enjoy the rights to use land under Chapter XII, and 

all or more than or any exemptions and reliefs under sections 75, 77 and 78, 

an endorsement application must be submitted in the stipulated form to the 

Commission office . 

38. When submitting the endorsement application, all approvals or licenses or 

permits or similar documents issued by the relevant organizations according 

to the type of business have to be attached. 

39. The Commission may accept after scrutinizing the endorsement application 

submitted under section 37, if it is complete and allow resubmitting the 

endorsement application after corrections are made, if it is not complete.  

Chapter X 

Stipulation of the Types of Investment Businesses 

40. In investment, the followings are also included:  

(a) enterprise; 

(b) moveable property, immovable property and rights related to property, 

cash, pledges, mortgages and liens, machinery, equipment, spare-

parts, and related tools;  

(c) shares, stocks, and  debentures (a) promissory note of a company; 

(d) intellectual property rights under any laws, including technical know-

how, patent,  industrial designs, and trademarks; 

(e) claims to money and to any performance under contract having a 

financial value;  

(f) revenue-sharing contract , or production , management , construction , 

rights under contracts , including turnkey ; 
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(g) assignable rights granted by relevant laws or contract , including the 

rights of exploration, prospecting and extraction of natural resources;  

41. The following investments businesses shall be stipulated as the prohibited 

investment: 

(a) investment businesses which may bring or cause the hazardous or 

poisonous wastes into the Union; 

(b) investment businesses which may bring technologies, medicines, flora 

and fauna and instruments which are still being tested abroad or which 

have not been obtained approvals to use, plant and cultivate, except 

the investments which made for the purpose of research and 

development; 

(c) investment businesses which may affect the traditional culture and 

customs of the ethnic groups within the Union;  

(d) investment businesses which may affect the public;  

(e) investment businesses which may cause an enormous impact to the 

natural environment and ecosystem;  

(f) investment businesses which manufacture goods or provide services 

that are prohibited under the applicable laws. 

42. The following types of investment businesses shall be stipulated as restricted 

investment:  

(a) investment businesses allowed to carry out only by the Union;  

(b) investment businesses that are not allowed to carry out by foreign 

investors; 

(c) investment businesses allowed only in the form of joint venture with 

any citizen owned entity or any Myanmar citizen; and 

(d) investment businesses to be carry out with the approval of the relevant 

ministries. 

43. The Commission shall, with the approval of the Government, issue the 

notifications to inform the public of investment promoted sectors and 

restricted investment business under section 42.  
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44. If it is required to liberalize or amend or remove types of the investment 

businesses restricted under section 42 after reviewing and revising from time 

to time, the Commission shall obtain the approval of the Government and 

notify the amendment and stipulation of such types of investment 

businesses. 

45. In reviewing and revising section 44, the Commission may discuss the 

responsible personnel from the private sectors, government departments, and 

government organizations in order not to be contrary to international trade 

and investment commitments made by the Government. 

46. The Commission shall, for the investment businesses which may have a 

significant impact on security, economic condition, the environment, and 

national interest of the Union and its citizens, submit to and obtain the 

approval of the Pyidaungsu Hluttaw through Government when preparing to 

issue permit thereto.   

Chapter XI 

Treatment of Investors 

47. In dealing with the investors:  

(a) the Government shall accord to foreign investors and their direct 

investments, treatment no less favorable than it accords to Myanmar 

citizen investors in respect of the expansion, management, operation, 

and the sale or other disposition of direct investments according to 

this Law except any way stipulated in Laws, rules and notifications;  

(b) the Government shall accord, in like circumstances, to foreign  

investors and their direct investments from one country, treatment no 

less favorable than that it accords to investors  of any other country 

and their direct investments in respect of establishment, acquisition, 

expansion, management, operation, and the sale or other disposition of 

direct investments;  
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(c) The provision of subsection (b) shall not be construed so as to oblige 

foreign investors with any treatment, preferences or privileges 

resulting  from the following matters:  

i. Custom Union, Free Trade Area, Economic Union resulting from 

Custom Union, Free Trade Area and Economic Union and 

international agreements; 

ii. more favorable treatments to be accorded to investors and their 

investments included in international agreements, bilateral or 

regional or international treaties, agreements or arrangements 

between regional countries, treaties, agreements or arrangements 

with other countries, or arrangements relating wholly or partially to 

taxation. 

48. The Government guarantees to the investors fair and equitable treatment in 

respect of the followings: 

(a) the right to obtain the relevant information on any measures or 

decision which has a significant impact for an investor and their direct 

investment;  

(b) the right to due process  of law and the right to appeal on similar 

measure, including any change to the terms and conditions under any 

license or permit and endorsement granted by the Government to the 

investor and their direct investment. 

49. The provisions of this Chapter shall not affect the provisions in section 76. 

Chapter XII 

Rights to Use Land  

50. (a)  An Investor who obtains permit or endorsement under this Law has 

the right to obtain a long-term lease of land or building from the 

owner if it is private land or building, or from the relevant government 

departments or government organization if it is land managed by the 

government, or land or building owned by the Union in accordance 
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with the stipulations in order to do investment. Citizen investors may 

invest in their own land or building in accordance with relevant laws. 

(b)  Foreign investor may lease land or building either from the 

government or government organizations or from owners of private 

land or building from commencing on the date of receipt of the permit 

or endorsement of the Commission up to an initial period of (50) years 

in accordance with the stipulation. 

(c) After the expiry of the term of the right to use land or building or the 

period of right to lease of land or building permitted under subsection 

(b), a consecutive period of (10) years and a further consecutive 

period of (10) years extension to such period of lease of land or 

building may be obtained with the approval of the Commission. 

(d)  The investor shall register the land lease contract at the Office of 

Registry of Deeds in accordance with the Registration Act. 

(e)  The Government may grant more favorable terms and conditions for 

the lease of land and the use of land by Myanmar citizen investors. 

(f)  The Commission shall obtain the approval of the Pyidaungsu Hluttaw 

through the Government, when granting an extension to investor for 

the rights to lease land or building and the rights to use land or 

building in this Law, in less developed and remote region for the 

purpose of the development around the Union.  

Chapter XIII 

Employment of Staff and Workers 

51. The investor: 

(a) may appoint of any citizen who is a qualified person as senior 

manager, technical and operational expert, and advisor in his 

investment within the Union in accordance with the Laws; 
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(b) shall appoint them to replace, after providing for capacity building 

programs in order to be able to appoint citizens to different level 

positions of management, technical and operational experts, and 

advisors; 

(c) shall appoint only citizens for works which does not require skill; 

(d) shall appoint skilled citizen and foreign workers, technicians, and staff 

by signing an employment contract between employer and employee 

in accordance with the labor laws and rules; 

(e) shall ensure to obtain the entitlements and rights in the labor laws and 

rules, including minimum wages and salary, leave, holiday, overtime 

fee, damages, compensation of the workman, social welfare, and other 

insurance relating to workers in stipulating the rights and duties of 

employers and employees and occupational terms and conditions in 

the employment contract;   

(f) shall settle disputes arising among employers, among workers, 

between employers and workers, and technicians or staff in the 

investment in accordance with the applicable laws.  

Chapter XIV 

Investment Guarantee 

52. The Government guarantees not to nationalize any investment carrying out 

in accordance with the law. Except under the following conditions, the 

Government guarantees not to take any measures which expropriate or 

indirectly expropriate or is likely to effect a result in the termination of an 

investment : 

(a) actually necessary for the interest of the Union or its citizen; 

(b) non-discriminatory manner; 

(c) measures in accordance with the applicable Laws; 

(d) prompt, fair and adequate payment of  compensation;  

53. A fair and adequate compensation shall be designated as an equivalent to the 

market value prevailing at the time of expropriation of the investment. 
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However, that designation shall be based on a fair consideration of public 

interest as well as the interests of the private investor, and shall take into 

account the present and past conditions of investment, the reason for 

expropriation of the business or property, the fair market value of the 

investment, the purpose of expropriating the business or property, the profits 

acquired by the investor during the term of investment, and also the duration 

of the investment. 

54. Non-discriminatory manner, including in Chapter XXI and Chapter XXII of 

this Law, which the Government performs in their authority for the purposes 

of regulating economic or supporting social interest shall not apply to the 

provisions in this Chapter. 

55. If an investor asserts that a measure or series of measures undertaken under 

section 52 are inconsistence the provision of such section and amount to an 

indirect expropriation, the Government shall conduct a case-by-case and 

fact-based inquiry that takes into consideration the following factors: 

(a) whether the measure creates an intentional adverse effect on the 

economic value of an investment or not ; 

(b) whether the measure breaches  the prior binding written commitment 

of  the Government , contract, license, or other legal documents issued 

in favor of the investor or not;  

(c) whether the measures of Government, including the objective 

contained in section 52 (a), are consistent with the public interest or 

not. 

Chapter XV 

Transfer of Funds 

56. Foreign Investors may transfer abroad the following funds relating to the 

investments made under this law: 

(a) capital designated under the provisions relating to capital account 

rules stipulated by the Central Bank of Myanmar; 
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(b) proceeds, profits from the asset, dividends, royalties, patent fees, 

license fees, technical assistance and management fees, shares and 

other current income resulting from any investment under this Law; 

(c) proceeds from the total or partial sale or liquidation of an investment 

or property owned by an  investment; 

(d) payments made under a contract, including a loan agreement; 

(e) payments resulting from any settlement of  investment disputes; 

(f) other compensation or money as compensation under investment or 

expropriation;  

(g) remuneration, salary and earning of foreign expert legally employed 

in the Union. 

57. With respect to transferring a loan or taking a loan, it shall be transferred and 

taken with the approval of the Central Bank of Myanmar, in accordance with 

the stipulated regulations. 

58. Myanmar citizen investors may freely and without delay transfer abroad the 

following funds relating to the investments made under this Law: 

(a) royalties, license fees, technical assistance, management fees, and 

interests to be paid any outside organization; 

(b) payments made under a contract including a loan agreement and 

insurance claims;  

(c) payments resulting from the award, arbitration and a settlement of any 

dispute, including any agreement to be paid by Myanmar citizen 

investor.  

59. Any transfer of funds shall be allowed only after paying all tax obligations 

imposed on the amount to be transferred in accordance with the stipulated 

tax laws. 

60. Foreign experts with legal work permits may make remittances abroad 

without any further deduction from the amount of money paid the tax 

obligations under the Income Tax Law, through banks authorized foreign 

exchange dealer license and established in the Union. 
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61. In respect of transfers of funds made by foreign investors under section 56, 

such funds, including capital accounts or current accounts under the Foreign 

Exchange Management Law may be transferred through banks authorized 

foreign exchange dealer license and legally established in the Union by 

freely usable currencies. 

62. The Government may prevent or delay a transfer of funds relating to any of 

the following circumstances: 

(a) insolvency, or the protection of the rights of creditors; 

(b) criminal or penal offences and the  recovery of proceeds of crime;  

(c) financial reporting or record keeping of transfers when necessary to 

assist law enforcement or financial regulatory authorities;  

(d) ensuring compliance with orders or judgments in judicial or 

administrative proceedings; 

(e) taxation; 

(f) social security, public retirement, or compulsory savings schemes;  

(g) severance entitlements of employees. 

63. The Government shall allow the transfer of capital or expenditures and 

foreign loans from abroad, which are required to be used for investors and 

their investments within the Union in accordance with applicable laws. 

64. In the event of serious balance-of-payments or external financial difficulties, 

the Government may adopt or maintain restrictions on payments or transfers 

related to investments in accordance with the Foreign Exchange 

Management Law and other international commitments.  

Chapter XVI 

Responsibilities of Investors 

65. The Investor: 

(a) shall respect and comply with the customs, traditions and traditional 

culture of the ethnic groups in the Union; 

(b) shall establish and register a company or sole proprietorship or legal 

entities or branches of such entities under the Laws in order to invest; 
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(c) shall abide by the terms and conditions, stipulations of special 

licenses, permits, and business operation certificates issued to them, 

including the rules, notifications, orders, and directives and 

procedures issued by this Law and the applicable laws, terms and 

conditions of contract and tax obligations;  

(d) shall carry out in accordance with the stipulations of the relevant 

department if it is, by the nature of business or by other need, required 

to obtain any license or permit from the relevant Union Ministries, 

government departments and government organizations,  or to carry 

out registration; 

(e) shall immediately inform  to the Commission if it is found that natural 

mineral resources or antique objects and treasure trove are not related 

to the investment permitted above and under the land on which the 

investor is entitled to lease or use and not included in the original 

contracts. If the Commission allows, the investor shall continue to 

carry out the investment in such land, and  if not allowed, the investor 

shall transfer and carry out, by obtaining the permission, at the 

substituted place which is selected and submitted by him;  

(f) shall not make any significant alteration of topography or elevation of 

the land on which he is entitled to lease or to use, without the approval 

of the Commission; 

(g) shall abide by applicable laws, rules, procedures and best standards 

practiced internationally for this investment so as not to cause 

damage, pollution, and loss to the natural and social environment and 

not to cause damage to cultural heritage; 

(h) shall list and keep proper records of books of account and annual 

financial statement, and necessary financial matters relating to the 

investments performed by permit or endorsement  in accordance with 

internationally and locally recognized accounting standards;  

(i) shall close and discontinue the investment only after payment of  

compensation to employees in accordance with applicable laws for 
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any breach of employment contracts, closure of investment, sale and 

transfer of investment, discontinuation of investment, or reduction of 

workforce; 

(j) shall pay wages and salaries to employees in accordance with 

applicable laws, rules, procedures, directives and so forth during the 

period of suspension of investment for a credible reason; 

(k) shall pay compensation and indemnification in accordance with 

applicable laws to the relevant employee or his successor for injury, 

disability, disease and death due to the work;  

(l) shall supervise foreign experts, supervisors and their families, who 

employ in their investment, to abide by the applicable laws, rules, 

orders and directives, and the culture and traditions of Myanmar; 

(m) shall respect and comply with the labor laws; 

(n) shall have the right to sue and to be sued in accordance with the laws; 

(o) shall pay effective compensation for loss incurred to the victim, if 

there are damage to the natural environment and socioeconomic losses 

caused by logging or extraction of natural resources which are not 

related to the scope of the permissible investment, except from 

carrying out the activities required to conduct investment in a permit 

or an endorsement. 

(p) shall allow the Commission to inspect in any places, when the 

Commission informs the prior notice to inspect the investment;  

(q) shall take in advance permit or endorsement of the Commission for 

the investments which need to obtain prior approval under the 

Environmental Conservation Law and the procedures of 

environmental impact assessment, before undertaking the assessment, 

and shall submit the situation of environmental and social impact 

assessment to the Commission along the period of activities of the 

investments which obtained permit or endorsement of the 

Commission. 
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66. Subject to the assessment under section 65 (q), the Commission may 

administer the investments to carry out necessary, including to conduct or 

suspend.  

67. The investors shall comply with all responsibilities stipulated under section 

65 from the date of this Law comes into effect.  

68. If the investor discontinues the investment before the expiry of the permitted 

period, after paying the tax exemptions or reliefs or both enjoyed during 

importation in accordance with the approval of the Commission, the investor 

is to sell, export and dispose all machineries, equipment, motor vehicles and 

all other articles imported from abroad with the customs duty, other internal 

taxes and tax exemption or relief or both for his investment.  

69. After obtaining a permit or an endorsement from the Commission, the 

investor shall execute and sign necessary contracts with the relevant 

government department or a government organization or government 

organizations, and conduct its investments. 

70. The permission of the Commission shall be obtained for any extension and 

amendment of the contracts mentioned in section 69. 

71. In conducting their investment businesses, the investor shall carry out health 

assessment, cultural heritage impact assessment, environmental impact 

assessment and social impact assessment according to the type of investment 

business in accordance with the relevant laws, rules, regulations and 

procedures. 

72. Investment obtained a permit or an endorsement, shall submit and notice to 

the Commission of any sublease, mortgage transfer of shares or transfer of 

business to any person during the investment period.  

Chapter XVII 

Insurance  

73. The investor shall insure the types of insurance stipulated in the provision of 

the rules at any insurance enterprise which is entitled to carry out insurance 

businesses within the Union. 
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Chapter XVIII 

Exemptions and Reliefs 

74. The Commission shall, for the purpose of supporting the development of the 

Union by allowing investment in sectors which need to be developed, and 

for the proportionate development of Regions and States, scrutinize and may 

grant one or more tax exemptions or reliefs if the investor applies for such 

exemptions or reliefs. 

75. (a) With respect to the income tax exemption , designated the less 

developed regions as Zone (1) , the moderate developed regions as 

Zone(2),and the adequate developed regions as Zone (3), the 

Commission shall, with the approval of the Government , issue a 

notification and may grant income tax exemptions to investment 

businesses in Zone(1) for a period of 7 consecutive years including 

the year of commencement of commercial operation, investment 

businesses in Zone (2) for a period of 5 consecutive years including 

the year of commencement of commercial operation ,and investment 

businesses in Zone(3) for a period of 3 consecutive years including 

the year of commencement of commercial operation. 

(b) With the approval of the Government, the Commission may change 

the designation of the zones from time to time depending on the 

development of the respective regions. 

(c) Income tax exemptions shall be granted only for the sectors specified 

by the Commission in the notification as the sectors to promote the 

investments. 

76. In addition to the provisions under Chapter XI of Treatment of Investors, the 

Government may undertake subsidies, funding, capacity building and 

training to Myanmar citizen investors and citizen-owned small and medium-

sized enterprises. The Government may also allow exemptions and reliefs 

for the locations where Myanmar citizen-owned businesses are operated or 

other economic activities.  
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77. The Commission may scrutinize and grant the following exemptions or 

reliefs from customs duty and other internal taxes to the investor if applied.  

(a) exemptions or reliefs from customs duty or other internal taxes or 

both on machineries, equipments, instruments, machinery 

components, spare parts, construction materials  unavailable locally, 

and materials used in the business, which are imported as they are 

actually required, during the construction period or during the 

preparatory period of the investment business; 

(b) exemptions or reliefs from the customs duty or other internal taxes or 

both on the importation of the raw materials and partially 

manufactured goods conducted by an export-oriented investment 

business for the purposes of the manufacture of products for export; 

(c) reimbursement of customs duty or other internal taxes or both on 

imported raw materials and partially manufactured goods which are 

used to manufacture products for export;   

(d) if the volume of investment is increased with the approval of the 

Commission and the original investment business is expanded during 

the permitted period of investment, exemption or relief from the 

customs duty or other internal taxes or both on machineries, 

equipment, instruments, machinery components, spare parts, materials 

used in the business, and construction materials unavailable locally, 

which are imported as they are actually required for use in the 

business which is being expanded as such.  

78. The Commission may scrutinize and grant the following exemptions and 

relief ,as required, to the investor if applied:  

(a) exemption or relief from income tax if the profit obtained from the 

investment business that has obtained a permit or an endorsement is 

reinvested in such investment business or in any similar type of 

investment business within one year; 

(b) right to depreciation for the purpose of income tax assessment, after 

computing such depreciation from the year of commencement of 
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commercial operation based on a depreciation rate which is less than 

the stipulated lifetime of the machinery, equipment, building or 

capital assets used in the investment; 

(c) right to deduct expenses which are incurred for the research and 

development relating to the investment businesses  carried out within 

the Union and actually required for the economic development of the 

Union  from the assessable income.  

79. The foreign investors have to pay income tax on their income at the rates 

applicable to the citizens residing within the Union. 

80. Except the exemptions and reliefs under section 75, 77 and 78, other taxes 

shall be carried out in accordance with relevant tax laws. 

81. The exemptions and reliefs under sections 75, 77, 78 and 80 shall not apply 

to businesses operating in special economic zones. 

Chapter XIX 

Settlement of Dispute 

82. In effective implementation of this Law, the Commission shall establish and 

manage a grievance mechanism to resolve, prevent the occurrence of 

disputes, and carry out the relevant inquiries for the investment issues before 

reaching at the stage of legal disputes.  

83. Before any investment dispute between the investor and the Union or 

between the investors is brought to any court or arbitral tribunal, all 

disputing parties shall use due attempts to settle the disputes amicably. 

84. If investment disputes are not able to be settled amicably: 

(a) if the dispute settlement mechanism is not stipulated in the relevant 

agreement, it shall be settled in the competent court or the arbitral 

tribunal in accord with the applicable laws; 

(b) if the dispute settlement mechanism is stipulated in the relevant 

agreement, it shall be complied with and carried out in accord with the 

mechanism.  
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Chapter XX 

Administrative Penalties 

85. The Commission: 

(a) may impose one or more of the following administrative penalties 

against an investor who violates or fails to comply with any provision 

of this Law and its rules, regulations, notifications, orders, directive, 

procedures or terms and conditions contained in the permit or 

endorsement issued by the Commission: 

(i) censure; 

(ii) temporary suspension of business; 

(iii) temporary suspension of tax exemption and reliefs; 

(iv) revocation of the permit or endorsement; 

(v) adding to the business on a blacklist for which no permit or 

endorsement shall be issued in the future;  

(b) shall inform a prior notice in respect of the administrative penalties to 

the investor before imposing the administrative penalties according to 

subsection (a),and the investor has the right to question in writing 

upon the administrative penalties; 

(c) shall describe the reason for imposing an administrative penalty 

together with the decision,  imposing the administrative penalty under 

subsection (a).  

86. (a) The investor dissatisfied with any decision made by the Commission 

under section 85 shall have the right to apply the appeal to the 

government within 60 days from the date of the decision in 

accordance with the stipulations.  

(b) The government may amend, revoke or approve any decision made by 

the Commission. 

(c) The decision of the Government shall be final and conclusive.  
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87. An investor shall be prosecuted if there is credible evidence that he describes 

dishonestly false information or concealment of information when 

submitting any proposal, accounts, evidence of contracts, financial and 

evidence of employment and so forth to the Commission, or any relevant 

government department or government organization.  

88. If an investor fails to comply with or violate any provisions of this Law, 

including the performance of the prohibited investment businesses under 

section 41, he shall be prosecuted under this Law and, if required, any 

existing Laws.   

Chapter XXI 

Exceptions 

89. Nothing in this Law shall be construed to prohibit the following fair 

measures adopted or maintained prudently by the Government:  

(a) necessary to protect public  morals or to maintain public order; 

(b) necessary to protect lifespan or health of human, animals, or plants; 

(c) the protection of investors, depositors, financial market participants, 

policyholders, policy-claimants, or persons to whom a fiduciary duty 

is owed by a financial institution; 

(d) ensuring the safety, standing, soundness and stability of financial 

institutions;  

(e) ensuring the integrity and stability of the financial system of the 

Union; 

(f) aiming to ensure fair and effective assessment of tax or direct taxation 

relating to investors;  

(g) carrying out the protection of artistic, historical or archaeological 

valued  national treasures and heritage;  

(h) preservation of natural resources not to be damaged ,where effect is 

caused by domestic production or consumption. 
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 Chapter XXII 

Security Exception 

90. (a)  Nothing in this Law shall be construed to prohibit the Government 

from adopting or enforcing necessary measures for the protection of 

its essential security interests. 

(b) The provisions under this Law shall not prevent any of the following 

actions necessary for the Government to protect essential security 

interests, including but not limited to: 

i. action relating to the traffic in arms, ammunition and to such 

traffic in other goods and materials as is carried on directly or 

indirectly for the purpose of supplying military or other security 

forces;  

ii. action taken, as required, in time of war or other emergency in 

international relations. 

Chapter XXIII 

Miscellaneous 

91. If there is any provision of this Law contrary to any matter provided for in 

the international treaties and agreements adopted by the Union, the 

provisions contained in the international treaties and agreement shall be 

abided by for such contradictory provision. 

92. Within the period after the enactment of this Law and before promulgating 

the necessary rules and procedures, the rules issued under the Foreign 

Investment Law (the Pyidaungsu Hluttaw Law No. 21/2012) may continue 

to be complied so far as it is not contrary to this Law.  

93. Any permit for investment granted by the Commission subject to the Union 

of Myanmar Foreign Investment Law (The State Law and Order Restoration 

Council Law No. 10/1988) or the Foreign Investment Law (the Pyidaungsu 

Hluttaw Law No. 21/2012) or the Myanmar Citizens Investment Law (the 
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Pyidaungsu Hluttaw Law No.18/2013) shall continue to be effective till the 

term of such permit is expired.  

94. Notwithstanding anything contained in any other law, matters relating to any 

provision in this Law shall be carried out in accordance with this Law. 

95. If there is credible evidence for performing in good faith of powers 

conferred under this Law, no criminal or civil actions shall be taken against 

any member of the Commission, any member of a committee or body, or 

any civil servant for such act. 

96. In performing duties under this Law, the members of the Commission and 

the officers of the Commission Office shall impartially carry out such duties 

in accordance with the Anti-Corruption Law. 

97. The members of the Commission shall not use the acquired information for 

any other purposes, except implementation of the objectives under this Law. 

98. Any decision made by the Commission under the powers conferred by this 

Law shall be final and conclusive except any appeal in relation to the 

imposition of administrative penalties under section 85. 

99. In carrying out the provisions under this Law, the Ministry of Planning and 

Finance shall; 

(a) undertake the office-work of the Commission;  

(b) bear the expenditures of the Commission in accordance with financial 

rules and regulations.  

100. In implementing this Law: 

(a) the Ministry may, with the approval of the Government, issue 

necessary rules, regulations, notifications, directives, orders and 

procedures; 

(b) the Commission may issue orders, notifications, directives and 

procedures. 

101. The Foreign Investment Law (The Pyidaungsu Hluttaw Law No. 21/2012) 

and the Myanmar Citizens Investment Law (The Pyidaungsu Hluttaw Law 

No. 18/2013) are hereby repealed by this Law. Although the Foreign 

Investment Law is repealed, the Myanmar Investment Commission formed 
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by that law shall have the power to perform its duties until the date that its 

duties and powers have been delegated to the Commission that will succeed 

under this Law. 

 

I hereby sign under the Constitution of the Republic of the Union of Myanmar. 

 

(sd)  Htin Kyaw 

President 

     The Republic of the Union of Myanmar 
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